
平成21年度事務事業評価表 担当 内線等

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③成果指標

④事業の概要

平均入所人員 8人 2.8人 一

平均世帯総数 3.5世帯 1.2世帯 一

新規入所世帯
数

0世帯 0世帯 一

途中退所世帯総数 2世帯 2世帯 一

成果指標② 50.00% 50.00% 一

項　　目 平成20年度実績 平成21年度実績 平成22年度計画

指標の推移 平成20年度決算（実績） 平成21年度決算（実績） 平成22年度予算（計画）

成果指標① 17.50% 6.00% 一

① ②

成果指標名 定員に対する入所率 市民の入所率

成果指標の
説明

月平均入所世帯数/定員（世帯） 市民の入所率延入所人員/全延入所人員

対象(受益者) 経済的理由等により児童の養育に支障をきたす母子またはＤＶ被害者母子に対して

手　　段 ひめはる荘に入所させることによって

成果、目標 母子保護及び自立支援を図る

基本目標、施策に対する貢献度 １点　施策の達成にあまり効果がなかった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況 －

市民福祉部　児童課 1271

事務事業名 ひめはる荘運営管理事業

基本目標 ３．健康で安心して暮らせるまちづくり 児童・母子(父子)福祉
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ20
人工計

1.00人
次長
課長級

補佐級 係長級 一般職 非常勤 再任用 1.00人

Ｈ21
人工計

3.08人
次長
課長級

0.03人 補佐級 0.05人 係長級 一般職 非常勤 2.00人 再任用 1.00人

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦事業の仕分け

説明

⑧必要性

⑨効率性

⑩総合評価

⑪改善点、問題点等

今後の改善計
画

平成22年4月1日からひめはる荘を廃止

総合評価 Ｄ 事業の廃止を検討すべきである

過去の改善点

現在の課題、
問題点

－

Ｃ　国・県・広域で実施

平成22年4月1日から母子生活支援施設ひめはる荘を廃止
母子生活支援施設はＤＶ被害母子の一時保護後の行先として需用がある
が、ＤＶ被害母子については市外の施設入所になるため、県内を対象とし
た施設が利用しやすい。

必要性 Ｃ　市が実施しなくてもよい

効率性 Ｃ　投入された予算、人工に対して見合った成果があまりない

11,075 15,213

財源
内訳

5,869 4,732 －

5,206 10,481

項　　目 平成20年度実績 平成21年度実績 平成22年度計画

人件費
を含む
事業費

8,175 7,059 －

2,900 8,154
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